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令和６年以降の住宅ローン減税について

～河野会計事務所からのお知らせ～
＊納期特例を受けている場合の1-6月分の源

泉所得税の納期限は7月10日（月）です。

＊個人の方で令和５年分の所得税について予

定納税が必要な方は、第１期分の口座振替日

が７月３１日（月）となります。（現金納付

も同日まで）

なお、減額申請される場合の税務署への申

請期限は７月18日（火）です。

令和６年から、新築住宅について住宅ローン減税の適用を受ける場合は省エネ基準に適合する住宅であ

ることが必要となります。

◆ローン年末残高の０.７％を１３年間控除

住宅ローン減税は、個人が住宅ローンを利用して住宅の新築・取得又は増改築等をして一定の条件を満

たす場合、ローンの年末残高を基に計算した金額を所得税額等から控除する制度です。

本制度は令和４年度税制改正により、適用期限が令和７年まで延長されるとともに、控除率や控除期間

などの見直しが行われ、令和４年以降に入居する住宅については、ローン年末残高の０.７％を１３年間

（既存住宅等の場合は１０年間）、控除できます。

控除の対象となるローン年末残高には、住宅の環境性能等に応じた限度額（２～５千万円）が設けられ

ており、令和６年以降、新築住宅・買取再販住宅（宅地建物取引業者により増改築等が行われた一定の住

宅）に係る借入限度額は引下げられます。また、省エネ基準を満たさない新築住宅は原則、本制度の対象

外となります。

◆来年から新築住宅は省エネ基準適合が要件

令和５年末までに入居する新築住宅は、省エネ基準を満たさない場合でも本制度を適用（借入限度額３

千万円、控除期間１３年）できますが、令和６年１月以降に建築確認を受けた新築住宅は省エネ基準以上

に適合していることが適用の要件となります。

なお、令和６年以降に入居する新築住宅が省エネ基準を満たさない場合でも、令和５年末までに建築確

認を受けた住宅であれば、本制度を適用できます（借入限度額２千万円、控除期間１０年間）。

◆印紙税の還付と収入印紙の交換

領収書や契約書など印紙税が課せられる課税文書を作成した際は、定められた税額の収入印紙を貼って

印章又は署名で消印する必要があります。

課税文書に誤って過大な収入印紙を貼り付けた場合や、課税文書と誤認して収入印紙を貼り付けた場合

などは、税務署に申請書と併せて提出することで還付が受けられます。

また、未使用の収入印紙や、明らかに課税文書ではないもの（白紙又は封筒等）に貼り付けた収入印紙

は、郵便局で他の収入印紙との交換ができます（１枚につき５円の手数料が必要）。

なお、貼り付けた部分を切り取ったり、用紙から剥がしたものは還付や交換を受けられません。
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♦来年５月から納付書の事前送付を取りやめ
国税庁は、キャッシュレス納付の利用拡大や行

政コスト抑制などを踏まえ、ｅ－Ｔａｘにより申

告書を提出している法人や、ｅ－Ｔａｘで「予定

納税額の通知書」の通知を希望した個人、納付書

を使用しない手段で納付している法人・個人に対

して、納付書の事前送付を令和６年５月以降送付

分から取りやめます（源泉所得税の納付書は送付

予定）。

なお、ｅ－Ｔａｘを利用しておらず納付書で納

付している場合など納付書を必要とする方に対し

ては、引き続き納付書を送付するとしています。

♦通常国会で４月以降に成立した改正法等
◎フリーランス・事業者間取引適正化等法の創設

個人で働くフリーランスに業務委託を行う事業者

に対して、給付内容や報酬額など取引条件を書面や

メールで明示することや、給付を受領した日から原

則６０日以内の報酬支払いなどを義務付ける、など。

◎景品表示法の改正

＊優良誤認表示等の違反行為に対する課徴金制度

について、違反行為から遡り１０年以内に課徴金納

付命令を受けたことがある事業者は課徴金の額を加

算（１.５倍）する、＊優良誤認表示・有利誤認表示

に対して罰則（１００万円以下の罰金）を設ける、

など。

◎不正競争防止法等の改正（知財一括法）

＊商標法について、他人の登録商標と類似する商

標でも先行商標権者の同意があり出所混同のおそれ

がない場合は登録可能とする、＊不正競争防止法に

ついて、デジタル空間における他人の商品形態を模

倣した商品の提供行為も不正競争行為の対象とする、

など。

◎中小企業信用保険法等の改正

＊信用保険制度における無担保保険等について、

一定の要件（法人から代表者への貸付けがない、財

務諸表を提出している等）を満たす場合は経営者保

証を求めない、＊危機関連保証について、指定期間

中に認定申請が行われていれば利用できるように緩

和する、など。

◎著作権法の改正

著作権等の侵害者が譲渡した数量等が権利者の販

売等の能力を超える場合でも、その数量に応じたラ

イセンス料相当額を損害額に加えることができる、

など。

編集後記

本年１０月からいよいよインボイス制度がスター

トします！制度に関するお客様からの問い合わせも

徐々に増えてきています。

登録事業者の方は、制度施行前後で慌てることの

ないよう自社の請求書等の様式がインボイスの要件

を満たしているか確認しておきましょう。あわせて

取引先や下請業者の登録状況なども確認しておくと

良いでしょう。

♦相続した空き家を譲渡した場合の特別控除

相続等により取得した被相続人の居住用家屋等

（空き家）を譲渡した場合に、一定要件を満たせ

ば譲渡所得から最高３千万円を控除できる特例が

適用できます。本特例は、令和５年度税制改正に

より適用期限が延長されるとともに譲渡要件の緩

和などの見直しが行われました。

◎被相続人が一人で居住していた家屋等が対象

本特例は、相続開始直前（要介護認定等を受け

て老人ホーム等に入所していた場合は入所の直

前）において被相続人が一人で居住していた家屋

等を相続した相続人が、相続開始から３年を経過

する年の１２月３１日までに、その家屋（耐震性

のない場合は耐震リフォームをした場合に限る）

又は取壊し等をした後の土地を譲渡した場合、譲

渡所得から３千万円を控除するものです。

主な要件として、①昭和５６年５月３１日以前

に建築された家屋（マンション等を除く）である

こと、②相続時から譲渡時まで事業、貸付け、居

住の用に供されていないこと、③譲渡価額が１億

円以下であること、などがあります。

◎今年度税制改正による見直し等

令和５年度税制改正により、本特例の適用期限

が４年間延長されて、令和９年末までに譲渡した

場合が対象となりました。

また、令和６年１月１日以後に行う譲渡から、

①家屋の耐震リフォームや取壊し等を「譲渡後」

の一定期間内に実施する場合も対象に加える（現

行は譲渡前に実施した場合に限り対象）、②対象

となる家屋等を取得した相続人が３人以上である

場合は控除額を２千万円に引下げます。
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障害福祉サービスの課題は地域差？

～総量規制の対象拡大も提言しています～福祉
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所属：（一財）総合福祉研究会

（一社）全国地域医業研究会

5月11日に開かれた財政制度等審議会財政制度分科会の資料では、障害福祉サービスについては、
以下のような点を課題としてまとめています。

障害福祉サービス等の予算額は直近10年間で約２倍に増加しており、サービスの利用者数や事業所

数も約２倍に増加している。この予算額の過去10年間平均の伸び率は、社会保障関係費全体に比して

約４倍と、著しく高い伸びを示している。

予算額の増加には利用者数の増加が大きく寄与しており、利用者数増加の要因は、高齢化による影響

は限定的で、65歳未満の利用者数の増加の影響が大きい。

事業所数の増加は、大半が営利法人の増加によるものであるが、特に一部のサービス、具体的にはグ

ループホームで営利法人の参入が急増している。

都道府県別に人口当たりの利用者数を比較すると、令和４年においては、障害者向けサービスで最大

2.1倍、障害児向けサービスで最大3.9倍の地域差が存在している(参考資料の図表１参照)。

利用者数の地域差をサービス別に更に分析すると、総量規制がある生活介護よりも、総量規制がない

グループホームの方が地域差が大きい。…適切なサービス見込み量を設定するとともに、…総量規制の

対象拡大を検討するなど、サービスの供給が計画的かつ効率的に行われるようにすべき。

また、５月22日から障害福祉サービス等報酬改定検討チームでは｢令和６年度障害福祉サービス等報

酬改定に向けた検討｣に入りました。12月を目途に報酬･基準に関する基本的な考え方の整理･取りまと

めが行われますが、これらの課題がどのように盛り込まれるか、現段階では不明です。

（総合福祉研究会）

資料：2023.05.11厚生労働省大臣官房統計情報部「財政各論③：こども・高齢化等」から

◆図表１ 障害福祉サービス等の現状（地域差）



こども こども未来戦略会議の議論が終了しました

こども・子育て政策の強化を図るためには、幅広い関係者の知見を踏まえ、必要となる施策の内容、予

算、財源について総合的に検討を深める必要があることから、全世代型社会保障構築本部の下に、「こど

も未来戦略会議」が令和5年4月7日から令和5年6月13日までの期間で全6回開催されました。

第3回こども未来戦略会議は５月17日に開催され、小倉内閣府特命担当大臣からは、今後３年間を集中

取組期間としてこども･子育て支援加速化プランに取り組むこととし、国際比較において相対的に割合が低

い現金給付政策を、全てのこどもの育ちを支える経済的支援の基盤を強化するという考え方に基づき、優

先的に取り組むことを表明しました。必要性は皆が認めているところですが、その財源について、今後の

幅広い議論が望まれます。

また年齢人口からは、０～２歳児の未就園児は約６割を占めると推計され、子育て世代の多くが｢孤立し

た育児｣の中で不安や悩みを抱えており、支援の強化を求める意見があることから、全ての子育て家庭への

支援をするため、現行の幼児教育･保育給付に加え、就労要件を問わず時間単位等で柔軟に利用できる新た

な通園給付｢こども誰でも通園制度(仮称)｣の創設の検討を提示しました。

イメージとしては、こども１人について月一定時間までの利用可能枠の中で、時間単位等で柔軟に通園

が可能な仕組みとし、保育所、認定こども園、地域型保育事業所、幼稚園、地域子育て支援拠点などの幅

広い事業者を想定して、当面はモデル事業として事業の拡充を行いつつ基盤整備を進めるというものです

。

また文部科学大臣提出資料では、夫婦が理想の子供の数を持てない大きな理由の一つとして子育て･教育

の費用があり、教育費の中で特に負担が大きいのは高等教育費とした上で、多子世帯への高等教育費の負

担軽減策や、子育て世帯に更に配慮した貸与型奨学金の返還支援、具体的には月々の返還額を減らし返済

期限を延長する等の制度実施を提示しています。(総合福祉研究会)

日本医師会は４月２６日の会見で、診療所の光熱費の変動に関する実態調査の結果を発表しました。昨

年１０～１２月の１施設当たりの平均月額電気・ガス料金は前年同期と比べ、有床診療所は４６％増、無

床診療所は３２％増となり、７割を超える施設が経営に影響があると答えています。

令和４年１０～１２月と令和３年１０～１２月の電気･ガス料金と使用量等を調査しました｡回答は４６

１件(無床診４００件、有床診６１件)です。

１か月平均の電気・都市ガス料金は、有床診は６８．９万円で対前年比２１．８万円（４６．３％）

増､無床診は１５．７万円で同３．８万円（３２．２％）増となりました。これを単純に年換算すると、

有床診は２６１．５万円、無床診は４５．９万円の増加となります。光熱費の上昇が経営に与える影響を

きくと、「深刻な影響がある」１９．５％、「影響がある」５３．８％と７割超が影響があると回答しま

した。有床診に限ると、「深刻な影響がある」４４．３％、「影響がある」は４５．９％で、両者を合わ

せると9割を超えました。令和４年１０～１２月に、都道府県や市町村から光熱費の高騰に対する補助金･

助成金が「ある」と答えたのは、都道府県からは１５５施設（全体の３３．６％）、市町村からは４０施

設です｡（同８．７%）。日医は同時期の地方自治体の補助は限定的との見方を示しました。

会見で日医の宮川政昭常任理事は、「今年３月に決定された地方交付金の積み増しによる支援が行われ

ているが、さらに今後の機動的な支援など、公定価格で運営される医療機関への十分な配慮が必要であ

る」と述べました。（全国地域医業研究会）

7割を超える施設が「経営に影響」日医が診療所の光熱費変動で調査医療


